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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の断熱区画で構成された断熱箱体と、前記断熱箱体を仕切る断熱仕切り部とを備えた
複数の温度帯で構成された冷蔵庫で、少なくとも繊維材料を含む芯材と、包材からなる袋
内包された気体吸着材と、水分吸着材とを備えた真空断熱材を搭載し、前記真空断熱材表
面に凸状に備えられた前記気体吸着材は、前記真空断熱材のうち冷蔵庫の庫内側（内箱側
）に配設したもので、前記真空断熱材に備えられた前記気体吸着材および水分吸着材は、
前記真空断熱材のうち、空気抜き部の末端位置に搭載されたもので、前記気体吸着材およ
び水分吸着材はそれぞれ独立して併設され、前記気体吸着材にのみ突起部材を内包するこ
とを特徴とする冷蔵庫。
【請求項２】
前記真空断熱材に備えられた前記気体吸着材は、前記真空断熱材の寸法に対して、１ｍ3

あたり６０ｇ以上としたことを特徴とする請求項１に記載の冷蔵庫。
                                                                                

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、真空断熱材を適用した冷蔵庫に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、冷蔵庫の省エネルギー化や省スペース化を狙いに、冷蔵庫の断熱性能を高める一
手段として、高断熱性能を有する真空断熱材を利用する方法があり、省エネルギーの要請
が益々高まる今日では、硬質ウレタンフォームと比較して数倍から１０倍程度の断熱性能
を有する真空断熱材を適切な範囲内で最大限に利用することにより断熱性能を向上させて
いくことが急務であるといえる。
【０００３】
　その中で、真空断熱材を備えた従来の冷蔵庫としては、例えば特開平６ー１５９９２２
号公報（特許文献１）や特開２００６－２４２４３９号公報（特許文献２）に開示された
ものがある。
【０００４】
　以下、図面を参照しながら上記従来の冷蔵庫を説明する。
【０００５】
　図１０は特許文献１に記載されている冷蔵庫の側面断面図を示すものである。冷蔵庫の
本体１は、外箱２４と内箱２５とで構成される空間全体を、成形可能な袋状の紙材２０で
覆い、この紙材２０内部に無機多孔質からなる充填材２１を充填し、内外箱２４、２５で
囲まれた空間の形状に沿って真空断熱材２２が構成されている。また、使用される真空断
熱材２２は両面ともに金属箔を有し、形状は平面のみとなっている。
【０００６】
　本構成により、内外箱２４，２５間への真空断熱材２２の収納作業が容易に行えると共
に内外箱２４，２５と真空断熱材２２との隙間を塞ぐ作業などが廃止できるうえ、硬質ウ
レタンフォーム２６を使用せず真空断熱材２２のみで断熱箱体を構成できるため、極めて
高い断熱性能を確保することができる。
【０００７】
　また、図１１は特許文献２に記載されている冷蔵庫の正面断面図である。
【０００８】
　冷蔵庫は、箱状に形成された冷蔵庫の本体１と、冷蔵庫の本体１の前面開口を開閉する
扉（図示せず）　とを備えて構成されている。冷蔵庫の本体１は、合成樹脂製の内箱２５
と、この内箱２５を覆う鋼板製の外箱２４とで構成される空間内に、複数の真空断熱材（
真空断熱パネル）３９、４０を配設すると共に、硬質ウレタンフォーム（ウレタン発泡樹
脂）２６を充填することで形成した断熱壁を有している。
【０００９】
　この断熱壁の両側壁は、薄い部分（温度の高い貯蔵室２、３の両側壁部分）で３０ｍｍ
程度、厚い部分（温度の低い貯蔵室１４の両側壁部分）で５０ｍｍ程度の厚さを有してい
る。
【００１０】
　複数の真空断熱材３９、４０は、外箱面に密着して設置した外箱側真空断熱材３９と、
内箱面に密着して設置した内箱側真空断熱材４０とから構成されており、真空断熱材３９
、４０は、１０ｍｍ程度の厚さで構成されている。真空断熱材３９は、外箱側で平板状に
構成されて設置されると共に、底面４０の左右両側の外箱コーナー部４１の近傍まで延び
ている。内箱側真空断熱材４０は、内箱２５の底面に設置された外箱コーナー部４１に対
向した内箱コーナー部を覆ってさらに外箱側真空断熱材３９の投影面で重なる位置まで内
箱面に沿って延びるように設置されている。
【００１１】
　本構成により、冷蔵庫のコーナー部における硬質ウレタンフォーム２６の局部的な収縮
を抑制して外箱の歪みもしくは内箱の割れを防止することができると共に、冷蔵庫の本体
１の熱漏洩量を低減して消費電力を低減することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開平６ー１５９９２２号公報
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【特許文献２】特開２００６－２４２４３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　しかしながら、上記従来例に記載されている冷蔵庫では、外箱と内箱とに密着してなる
硬質ウレタンフォームと比較して強度的に劣る真空断熱材のみを使用した冷蔵庫であるた
め、断熱性能は高いものの強度的には非常に弱くなるといった問題があった。また、内箱
や外箱の形状が平面的でないため、平面的でない部分への板状の真空断熱材の使用は困難
であった。また、真空断熱材の断熱性能向上のためには、一平面にアルミ蒸着フィルムを
用いた真空断熱材の使用が効果的であるが、信頼性の面からアルミ蒸着フィルムを用いた
真空断熱材の使用は困難であった。
【００１４】
　また、近年の冷蔵庫業界の小スペース・大容量化の傾向では、約１０年前と比べて同等
の外形寸法で、庫内容量は１００Ｌ程度増加している。これは冷蔵庫の無効スペースを無
くす取り組みや箱体の断熱性能を向上させつつ壁厚の薄壁化をしているためである。上記
従来例のように内箱側と外箱側の真空断熱材が重なる位置まで設置するには、十分な壁厚
が必要であるが真空断熱材の厚みは１０ｍｍ程度であり、重ね合わせる部分と硬質ウレタ
ンフォームの充填厚みを考慮すると４０ｍｍ以上は必要となる（上記従来例では５０ｍｍ
）ため、更なる大容量化を行うことは困難であった。
【００１５】
　また、真空断熱材の重なる位置と重ならない位置での硬質ウレタンフォームの壁厚が一
時的に変化するため、流動性が劣り、内外面の変形やボイドの発生といった問題があった
。さらに、底面部の内箱側真空断熱材は内箱コーナー部を覆う形状となっているため、底
面部内箱と真空断熱材の間の空気によって密着性の劣化を招き、凹み等の変形を招くとい
う問題があった。
【００１６】
　また、上記従来例では、真空断熱材は硬質ウレタンフォーム内部に存在するものの、真
空断熱材の空気に触れる面積が大きいため、使用時の経年経過中に真空断熱材内部に空気
が侵入し易く、更に空気侵入した真空断熱材は内部真空度が劣化するため剛性や熱伝導率
の低下を招くという問題があった。更に長期使用時に内部真空度の劣化した真空断熱材に
入る空気によって、外観への凹み等の変形を招くという問題があった。特に、冷蔵庫は放
熱用パイプが冷蔵庫の外箱に配設され、放熱用パイプを覆う様に真空断熱材が貼り付けら
れる。
【００１７】
　このとき、真空断熱材は硬質ウレタンフォーム内部となるが、放熱用パイプは硬質ウレ
タンフォーム外部へと配設されていることと、放熱用パイプ自身を外箱に貼り付ける際の
アルミテープにより空気層が生まれるため、外部空気と真空断熱材が直接的、もしくは硬
質ウレタンフォームやアルミテープを介して間接的にも接触する。
【００１８】
　このようなことから、本発明は、上記課題に鑑み、冷蔵庫の箱体強度を向上し、経年劣
化によって起こる真空断熱材の空気侵入による外観変形も問題なく、省スペースで大容量
の冷蔵庫で且つ、高い断熱性能を有するため省エネ性能の高い冷蔵庫を提供するものであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記従来の課題を解決するために、本発明の冷蔵庫は、複数の断熱区画で構成された断
熱箱体と、前記断熱箱体を仕切る断熱仕切り部とを備えた複数の温度帯で構成された冷蔵
庫で、少なくとも繊維材料を含む芯材と、包材からなる袋内包された気体吸着材と、水分
吸着材とを備えた真空断熱材を搭載し、前記真空断熱材表面に凸状に備えられた前記気体
吸着材は、前記真空断熱材のうち冷蔵庫の庫内側（内箱側）に配設したもので、前記真空
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断熱材に備えられた前記気体吸着材および水分吸着材は、前記真空断熱材のうち、空気抜
き部の末端位置に搭載されたもので、前記気体吸着材および水分吸着材はそれぞれ独立し
て併設され、前記気体吸着材にのみ突起部材を内包するものである。
【００２０】
　これによって、気体吸着材が本体内側に配設されているため、空気に触れる影響が低減
でき、冷蔵庫を長期に渡り使用した場合でも、真空断熱材に搭載した気体吸着材は外部か
ら侵入してくる空気に接触する可能性が低くなるので、真空断熱材の真空度維持を図るこ
とが出来る。よって、真空断熱材の熱伝導率の経年劣化を防止することが出来る。
【００２１】
　また、真空断熱材の真空度維持によって、真空断熱材の空気侵入による変形も防止でき
るため、本体外箱の外観変形も防止できる。
【００２２】
　また、気体吸着材は真空断熱材のうち冷蔵庫の庫内側（内箱側）に配設したため、本体
外箱への凸形状とならず、外観変形も防止できる。
【００２３】
　なお、気体吸着材の効果で低真空度となる真空断熱材は、剛性と熱伝導率が向上される
。長期使用時でも低真空度は維持されるため、向上された剛性維持を図ることができ、箱
体の強度を向上させることができる。また、強度を維持したままで壁厚の薄壁化を行うこ
とが出来、庫内容量を大きくすることが可能となる。また、壁厚の薄壁化によって、使用
する硬質ウレタンフォームの使用量が低減できるとともに製品重量も低減することが出来
る。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の冷蔵庫は、真空断熱材に備えられた気体吸着材に外部から空気が侵入する可能
性を低減することができるので真空断熱材の真空度維持ができ、真空断熱材の経年劣化防
止が図れ、より高品質で省エネ性に優れた冷蔵庫を提供することが出来る。
【００２５】
　また、壁厚の薄壁化によって、使用する硬質ウレタンフォームの使用量も低減できると
ともに製品重量も低減することが出来るので、省資源で環境に配慮した冷蔵庫を提供する
ことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の実施の形態１における冷蔵庫の斜視図
【図２】本発明の実施の形態１における冷蔵庫の正面断面図
【図３】本発明の実施の形態１における冷蔵庫の縦断面図
【図４】本発明の実施の形態１における気体吸着材を適用した真空断熱材の断面図
【図５】本発明の実施の形態１における図１のＡ－Ａ‘断面図
【図６】本発明の実施の形態１における気体吸着材を適用した真空断熱材の経年劣化イメ
ージ図
【図７】本発明の実施の形態１における真空断熱材の気体吸着材配置図
【図８】本発明の実施の形態２における冷蔵庫の斜視図
【図９】本発明の実施の形態２における冷蔵庫の正面断面図
【図１０】従来技術の特許文献１による冷蔵庫を説明する冷蔵庫の側面断面図
【図１１】従来技術の特許文献２による冷蔵庫を説明する冷蔵庫の正面断面図
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　第１の発明は、複数の断熱区画で構成された断熱箱体と、前記断熱箱体を仕切る断熱仕
切り部とを備えた複数の温度帯で構成された冷蔵庫で、少なくとも繊維材料を含む芯材と
、包材からなる袋内包された気体吸着材と、水分吸着材とを備えた真空断熱材を搭載し、
前記真空断熱材表面に凸状に備えられた前記気体吸着材は、前記真空断熱材のうち冷蔵庫
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の庫内側（内箱側）に配設したもので、前記真空断熱材に備えられた前記気体吸着材およ
び水分吸着材は、前記真空断熱材のうち、空気抜き部の末端位置に搭載されたもので、前
記気体吸着材および水分吸着材はそれぞれ独立して併設され、前記気体吸着材にのみ突起
部材を内包するものである。
                                                                                
【００２８】
　これにより、本体内側に配設されて空気に触れる影響が低減される気体吸着材は、冷蔵
庫を長期に渡り使用した場合でも、真空断熱材に外部から侵入してくる空気の吸着を継続
して行えるので、真空断熱材の真空度維持を図ることができ、真空断熱材の熱伝導率の劣
化を防止することが出来る。
【００２９】
　さらに、気体吸着材が真空断熱材よりも出っ張る場合でも、本体外箱への凸形状となら
ず、外観変形も防止できる。
【００３０】
　また、低真空度に維持される真空断熱材の空気侵入による変形も防止できるため、本体
外箱の外観変形も防止できる。
【００３４】
　第２の発明は、第１の発明において、真空断熱材に備えられた気体吸着材の量は、真空
断熱材の寸法に対して、１ｍ３あたり６０ｇ以上としたものである。
                                                                                
【００３５】
　これにより、寸法面積の大きく、空気に触れる面積の大きい真空断熱材においても、冷
蔵庫の平均使用期間である１０年の間であれば真空断熱材に搭載した気体吸着材は外部か
ら侵入してくる空気の吸着を継続して行えるので、真空断熱材の真空度維持を図ることが
出来る。よって、真空断熱材の熱伝導率の劣化を防止することが出来る。
【００３６】
　また、真空断熱材の真空度維持によって、真空断熱材の空気侵入による変形も防止でき
るため、本体外箱の外観変形も防止できる。
【００３７】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。また、この実施の
形態によってこの発明が限定されるものではない。
【００３８】
　なお、従来と同一構成及び差異がない部分については、詳細な説明を省略する。また、
この実施の形態によってこの発明が限定されるものではない。
【００３９】
　（実施の形態１）
　以下、本発明の実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。
【００４０】
　図１は本発明の実施の形態１による冷蔵庫の斜視図である。図２は本発明の実施の形態
１による冷蔵庫の正面断面図である。図３は本発明の実施の形態１による冷蔵庫の縦断面
図である。
【００４１】
　図１から図３に示すように、冷蔵庫の本体１０１は、前方に開口する金属製（例えば鉄
板）の外箱１２４と硬質樹脂製（例えばＡＢＳ）の内箱１２５と、外箱１２４と内箱１２
５の間に発泡充填された硬質ウレタンフォーム１２６からなる断熱箱体で、この本体１０
１の上部に設けられた冷蔵室１０２と、冷蔵室１０２の下に設けられた上段冷凍室１０３
と、冷蔵室１０２の下で上段冷凍室１０３に並列に設けられた製氷室１０４と、本体下部
に設けられた野菜室１０６と、並列に設置された上段冷凍室１０３及び製氷室１０４と野
菜室１０６の間に設けられた下段冷凍室１０５で構成されている。
【００４２】
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　上段冷凍室１０３と製氷室１０４と下段冷凍室１０５と野菜室１０６の前面部はそれぞ
れに対応した引き出し式の扉１０３ａ，１０４ａ，１０５ａ，１０６ａにより開閉自由に
閉塞されると共に、冷蔵室１０２の前面は、例えば観音開き式で回転式の扉１０２ａによ
り開閉自由に閉塞される。
【００４３】
　冷蔵室１０２は冷蔵保存のために凍らない温度を下限に通常１～５℃で設定されている
。野菜室１０６は冷蔵室１０２と同等もしくは若干高い温度設定の２℃～７℃とすること
が多い。低温にすれば葉野菜の鮮度を長期間維持することが可能である。上段冷凍室１０
３と下段冷凍室１０５は冷凍保存のために通常－２２から－１８℃で設定されているが、
冷凍保存状態の向上のために、たとえば－３０から－２５℃の低温で設定されることもあ
る。
【００４４】
　冷蔵室１０２や野菜室１０６は庫内をプラス温度で設定されるので、冷蔵温度帯を呼ば
れる。また、上段冷凍室１０３や下段冷凍室１０５や製氷室１０４は庫内をマイナス温度
で設定されるので、冷凍温度帯を呼ばれる。また、上段冷凍室１０３は切替室として、冷
蔵温度帯から冷凍温度帯まで選択可能な部屋としても良い。
【００４５】
　冷蔵庫の本体１０１の天面部は、冷蔵庫の背面方向に向かって階段状に凹みを設けて機
械室１１９があり、第一の天面部１０８と第二の天面部１０９で構成されている。この階
段状の凹部に配置された圧縮機１１７と、水分除去を行うドライヤ（図示せず）と、コン
デンサ（図示せず）と、放熱用の放熱パイプ１４３と、キャピラリーチューブ１１８と、
冷却器１０７とを順次環状に接続してなる冷凍サイクルに冷媒を封入し、冷却運転を行う
。前記冷媒には近年、環境保護のために可燃性冷媒を用いることが多い。なお、三方弁や
切替弁を用いる冷凍サイクルの場合は、それらの機能部品を機械室内に配設することも出
来る。
【００４６】
　ここで、真空断熱材１２７，１２８，１２９，１３０，１３１は、硬質ウレタンフォー
ム１２６とともに冷蔵庫の本体１０１を構成している。
【００４７】
　ここで、真空断熱材１２７，１２８，１２９，１３０は、外箱１２４にそれぞれ天面、
背面、左側面、右側面の内側に接して貼り付けられている。また、真空断熱材１３１は、
内箱１２５の底面に接して貼り付けられている。
【００４８】
　真空断熱材１２８，１２９，１３０には、気体吸着材１３７がそれぞれ内部に搭載され
ており、真空断熱材１２８，１２９，１３０の気体吸着材は、中心よりも庫内側（内箱側
）に配設されている。
【００４９】
　また、冷蔵室１０２と製氷室１０４および上段冷凍室１０３とは第一の断熱仕切り部１
１０で区画されている。
【００５０】
　また、製氷室１０４と上段冷凍室１０３とは第二の断熱仕切り部１１１で区画されてい
る。
【００５１】
　また、製氷室１０４および上段冷凍室１０３と、下段冷凍室１０５とは第三の断熱仕切
り部１１２で区画されている。
【００５２】
　第二の断熱仕切り部１１１および第三の断熱仕切り部１１２は、冷蔵庫の本体１０１の
発泡後組み立てられる部品であるため、通常断熱材として発泡ポリスチレンが使われるが
、断熱性能や剛性を向上させるために硬質ウレタンフォームを用いてもよく、更には高断
熱性の真空断熱材を挿入して、仕切り構造のさらなる薄型化を図ってもよい。
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【００５３】
　また、ドアフレームの稼動部を確保して第二の断熱仕切り部１１１および第三の断熱仕
切り部１１２の形状の薄型化や廃止を行うことで、冷却風路を確保でき冷却能力の向上を
図ることもできる。また、第二の断熱仕切り部１１１および第三の断熱仕切り部１１２の
内部をくりぬき、風路とすることで材料の低減につながる。
【００５４】
　また、下段冷凍室１０５と野菜室１０６とは第四の仕切り部１１３で区画されている。
【００５５】
　冷蔵庫の本体１０１の背面には冷却室１２３が設けられ、冷却室１２３内には、代表的
なものとしてフィンアンドチューブ式の冷気を生成する冷却器１０７が断熱仕切壁である
第二および第三の仕切り部１１１，１１２の後方領域を含めて下段冷凍室１０５の背面に
上下方向に縦長に配設されている。また、冷却器１０７の材質は、アルミや銅が用いられ
る。
【００５６】
　冷却器１０７の近傍（例えば上部空間）には強制対流方式により冷蔵室１０２、製氷室
１０４、上段冷凍室１０３、下段冷凍室１０５、野菜室１０６の各貯蔵室に冷却器１０７
で生成した冷気を送風する冷気送風ファン１１６が配置され、冷却器１０７の下部空間に
は冷却時に冷却器１０７や冷気送風ファン１１６に付着する霜を除霜する除霜装置として
のガラス管製のラジアントヒータ１３６が設けられている。除霜装置は特に指定するもの
ではなく、ラジアントヒータの他に、冷却器１０７に密着したパイプヒータを用いても良
い。
【００５７】
　次に冷蔵庫の冷却について説明する。例えば冷凍室１０６が外気からの侵入熱およびド
ア開閉などにより、庫内温度が上昇して冷凍室センサ（図示せず）が起動温度以上になっ
た場合に、圧縮機１１７が起動し冷却が開始される。圧縮機１１７から吐出された高温高
圧の冷媒は、最終的に機械室１１９に配置されたドライヤ（図示せず）まで到達する間、
特に外箱１２４に設置される放熱パイプ１４３において、外箱１２４の外側の空気や庫内
の硬質ウレタンフォーム１２６との熱交換により、冷却されて液化する。
【００５８】
　次に液化した冷媒はキャピラリーチューブ１１８で減圧されて、冷却器１０７に流入し
冷却器１０７周辺の庫内空気と熱交換する。熱交換された冷気は、近傍の冷気送風ファン
１１６により庫内に冷気が送風され庫内を冷却する。この後、冷媒は加熱されガス化して
圧縮器１１７に戻る。庫内が冷却されて冷凍室センサ（図示せず）の温度が停止温度以下
になった場合に圧縮機１１７の運転が停止する。
【００５９】
　冷気送風ファン１１６は、内箱１２５に直接配設されることもあるが、発泡後に組み立
てられる第二の仕切り部１１１に配設し、部品のブロック加工を行うことで製造コストの
低減を図ることもできる。
【００６０】
　次に、本実施の形態で使用した気体吸着材１３７を用いた真空断熱材について説明する
。
【００６１】
　図４のように、気体吸着材１３７を用いた真空断熱材１３８は、少なくとも繊維材料を
含む芯材１３２と、ガスバリア性に優れた包材１３３からなる袋に真空封止された気体吸
着材１３７とを、ガスバリア性に優れた外被材１３５で被い、外被材１３５を真空封止後
に、包材１３３に穴を開け、包材内部と外被材内部を連通させてなる真空断熱材である。
【００６２】
　上記のように外被材１３５を真空封止後に包材１３３に穴を開ける際に、本実施の形態
においては、予め包材１３３に隣接して突起物を有する部材１３４を有する部材１３４を
外被材１３５に内包しておき、真空封止後に外力によって突起物を有する部材１３４を押
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すことで包材１３３に穴を開けている。
【００６３】
　繊維材料を含む芯材１３２とは、芯材１３２の重量に対して繊維を１パーセント以上１
００パーセント以下含むものであって、繊維材料と繊維材料以外の複合体であっても良い
。
【００６４】
　ガスバリア性に優れた包材１３３とは、気体難透過性の製袋可能なフィルムまたはシー
ト状の部材である。例えば、ポリプロピレンフィルム、アルミニウム箔、低密度ポリエチ
レンの順にラミネートしたフィルムなどがあげられる。
【００６５】
　また、袋とは気体吸着材１３７を包み込むことにより、周囲の空間と独立させるもので
あり、４方をヒートシールした袋、ピロー袋、ガゼット袋等がある。また、気体透過度が
１０４［ｃｍ３／ｍ２・ｄａｙ・ａｔｍ］以下であることが好ましく、より望ましくは１
０３［ｃｍ３／ｍ２・ｄａｙ・ａｔｍ］以下となるものである。
【００６６】
　気体吸着材１３７とは、気体中に含まれる非凝縮性気体を吸着できるものであり、アル
カリ金属やアルカリ土類金属の酸化物や、アルカリ金属やアルカリ土類金属の水酸化物等
が利用でき、特に、酸化リチウム、水酸化リチウム、酸化バリウム、水酸化バリウム等が
ある。これによって、空気中の概ね７５％を有する窒素を常温状態で吸着できるため、高
い真空度を得ることが出来る。
【００６７】
　突起物を有する部材１３４とは、周囲の曲率に比較して、曲率が著しく大きい部分を有
するものである。曲率が大きい部分は、同一の力をより小さい面積で受けるため、単位面
積あたりに加わる力が大きくなる。従って曲率が大きい部分が包材１３３に押し付けられ
た際、包材１３３に貫通孔が生じやすくなる。
【００６８】
　ガスバリア性に優れた外被材１３５とは、芯材１３２、包材１３３、気体吸着材１３７
、突起物を有する部材１３４を包み込むことにより、周囲の空間と独立させるものである
。また、気体透過度が１０４［ｃｍ３／ｍ２・ｄａｙ・ａｔｍ］以下であることが好まし
く、より望ましくは１０３［ｃｍ３／ｍ２・ｄａｙ・ａｔｍ］以下となるものである。
【００６９】
　穴を開ける方法は、突起物が外被材１３５に接触することによりなされるものである。
【００７０】
　なお、穴を開ける方法として、本実施の形態では突起物を用いたが、突起物や部材１３
４を用いなくても、たとえば包材１３３の剛性の弱い箇所やシール部を破壊するといった
こと等で、外被材１３５の真空封止後に外力によって、包材１３３を破壊できれば良い。
【００７１】
　連通とは、包材内部と包材外部で隔てられていた空間を一続きの空間にすることである
。
【００７２】
　なお、繊維材料を含む芯材を用いて作製した真空断熱材の熱伝導率は、粉末材料のみか
らなる芯材を用いて作製した真空断熱材の熱伝導率に比較して、低圧力領域では小さく、
高圧力領域では大きい。従って、繊維材料を含む芯材を用いて作製した真空断熱材はその
外被材内部の圧力を低く維持することが重要である。
【００７３】
　なお、本実施の形態で使用した気体吸着材１３７を用いた真空断熱材１３８は、外被材
内に気体吸着材１３７を有しているため、外被材内部は圧力が低く維持され、繊維材料を
含む芯材１３２を用いた真空断熱材の熱伝導率は低く維持される。よって、外被材内部の
圧力が低く維持されるため、剛性も強くなるのである。
【００７４】
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　一般に、真空断熱材の熱伝導率は、芯材による熱伝導と、外被材内の残留ガスによる熱
伝導の和により決定する。例えば、芯材が粉末を含む場合は、芯材内部に存在する気体の
平均自由工程が短いため、気体による熱伝導率は非常に小さく、芯材による熱伝導が支配
的である。一方、芯材が繊維の場合は、繊維同士の接点が少ないため、芯材の熱伝導率は
非常に小さくなるが、気体の平均自由工程が大きいため、わずかな圧力上昇で、気体によ
る熱伝導率が支配的になってしまう。従って、芯材が繊維のみからなるときは、このよう
な効果が大きいため繊維芯材では外被材内部を低圧に保つことが、真空断熱材の熱伝導率
を低減するために非常に有効な手段となる。
【００７５】
　ここで、繊維集合体とは、繊維のみからなる集合体であって、バインダーや酸、熱等で
成型されていても良い。
【００７６】
　なお、真空断熱材は、内部に芯材を有しており、芯材はグラスウールなどの無機繊維集
合体を加熱乾燥後、蒸着層フィルムと金属箔層フィルムを貼り合わせた外被材中に挿入し
、内部を真空引きして開口部を封止することにより形成されている。
【００７７】
　蒸着層フィルムは、アルミ蒸着フィルムをナイロンフィルムと高密度ポリエチレンフィ
ルムとで挟み込んだ複合プラスチックフィルムで、金属箔層フィルムは、アルミ箔をナイ
ロンフィルムと高密度ポリエチレンフィルムとで挟み込んだ複合プラスチックフィルムで
ある。
【００７８】
　また、蒸着層フィルムと金属箔層フィルムとのシール面は蒸着層フィルム側を一平面状
とし、金属箔層フィルム側の面を立体的に構成している。そして、蒸着層フィルム側を外
箱１２４もしくは内箱１２５に接して配置している。
【００７９】
　以上のように構成された冷蔵庫について、以下その動作、作用について説明する。
【００８０】
　本実施の形態のように、野菜室１０６が下方に設置され、真ん中に冷凍室１０５が設置
され、冷蔵室１０２が上方に設置された冷蔵庫のレイアウト構成が使い勝手と省エネの観
点からよく用いられている。また、圧縮機１１７を天面奥部に配設した構成の冷蔵庫も、
使い勝手の観点と庫内容量ＵＰの点から用いられる。近年では更に、省エネとして環境へ
の取り組みの中で、硬質ウレタンフォーム１２６と比較して数倍から１０倍程度の断熱性
能を有する真空断熱材を適切な範囲内で最大限に利用することにより断熱性能や強度を向
上させている冷蔵庫も発売されている。
【００８１】
　その中で、本実施の形態では、少なくとも繊維材料を含む芯材１３２と、ガスバリア性
に優れた包材１３３からなる袋に真空封止された気体吸着材１３７を備えた真空断熱材１
３８で、且つ、気体吸着材１３７を真空断熱材のうち冷蔵庫の庫内側（内箱側）に配設し
たものである。
【００８２】
　これにより、本体１０１の内側に配設されて空気に触れる影響が低減される気体吸着材
１３７は、冷蔵庫を長期に渡り使用した場合でも、真空断熱材に外部から侵入してくる空
気の吸着を継続して行えるので、真空断熱材の真空度維持を図ることができ、真空断熱材
の熱伝導率の劣化を防止することが出来る。
【００８３】
　ここで図５は本実施の形態における図１のＡ－Ａ‘断面図である。
【００８４】
　放熱パイプ１４３は、図５のように、冷蔵庫の本体１０１の外箱１２４の内側に配置さ
れアルミテープ１４５により固定される。アルミテープ１４５は、硬質ウレタンフォーム
１２６の充填される外箱１２４と内箱１２５の内部から外部へと配設される。つまり、ア
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ルミテープ１４５内の空気は外部と連通となっている。これは、冷蔵庫の製造工程で硬質
ウレタンフォーム１２６を発泡する際に発生する熱によりアルミテープ１４５内に存在す
る空気が膨張し、その圧力によって外箱１２４が変形するのを防止するためである。
【００８５】
　そのため、真空断熱材は硬質ウレタンフォーム１２６の内部となるが、放熱用パイプ１
４３は硬質ウレタンフォーム１２６の外部へと配設されていることと、放熱用パイプ１４
３自身を外箱１２４に貼り付ける際のアルミテープ１４５により空気層が生まれるため、
外部空気と真空断熱材が直接的、もしくは硬質ウレタンフォーム１２６やアルミテープ１
４５を介して間接的にも接触するのである。このため、冷蔵庫を長期に渡り使用した際に
、少なからず空気に触れている真空断熱材は時間経過からの変化とともに、外部から侵入
してくる空気の影響を受け、内部真空度が劣化し膨張すると共に、冷蔵庫外箱１２４への
外観変形を及ぼすのである。
【００８６】
　本実施の形態に用いた気体吸着材１３７は、空気中の概ね７５％程度の割合で存在する
窒素を、常温でも吸着することが出来るため、真空断熱材内部の残留空気を低減でき、真
空断熱材の真空度の向上や剛性の向上が図れ、熱伝導率の低減を行える。よって、従来の
真空断熱材での真空度よりも、残留空気中に多く含まれる窒素を常温吸着することで真空
断熱材の真空度を高めている。通常、大気圧は１００ＫＰａ、真空断熱材の真空度は１０
Ｐａ程度であるが、本実施の形態に用いた気体吸着材１３７を用いた真空断熱材は１Ｐａ
程度の低真空度である。
【００８７】
　また、気体吸着材１３７は真空封止後も外被からの空気侵入分を継続して吸着すること
が出来るため、真空断熱材の時間経過からの空気侵入によって起こる熱伝導率の経年劣化
に対する性能低下の抑制も可能となり、長期にわたり高断熱性能を維持することができる
。
【００８８】
　図６は真空断熱材の熱伝導率の経年劣化のイメージ図である。図６のように、真空断熱
材は時間経過からの変化によって空気の侵入があるため、使用期間と共に熱伝導率が低下
していく。その中で、気体吸着材１３７を用いることにより、空気の侵入による劣化まで
の時間が長い気体吸着材１３７を用いた真空断熱材（Ｄ）は従来の真空断熱材（Ｃ）に比
べ実使用時の経年劣化が抑えられ、長期にわたり高性能を維持することが可能となる。こ
れによって、真空断熱材として初期状態での性能を概ね１０年間維持することができるた
め、省エネランニングコストとして非常にパフォーマンスの優れた省エネ性能を提供でき
る。
【００８９】
　本実施の形態に使用した気体吸着材１３７は、図６中の経過年数のＢ時点を考慮し、冷
蔵庫の製品使用期間が概ね１０年と考え、内容量を選定している。気体吸着材１つ当たり
内容量は０．５ｇ程度であり、少なくとも１０年間は真空断熱材の初期性能を維持できる
ようにしている。
【００９０】
　なお、気体吸着材１３７の内容量を多くすれば、経過年数Ｂ時点を更に延ばすことが出
来る。
【００９１】
　本実施の形態では、気体吸着材１３７を用いた真空断熱材の内、最大寸法は真空断熱材
（側面）１２９、１３０であり、その寸法は、縦×横×厚み＝５１０×１５０５×１０．
５ｍｍである。この体積は、８．０６×１０－３（ｍ３）である。本実施の形態では、気
体吸着材１３７の量を、１ｍ３あたり、６０ｇとしている。
【００９２】
　上記の量であれば、寸法面積が大きく空気に触れる面積の大きい真空断熱材においても
、冷蔵庫の平均使用期間である１０年の間であれば真空断熱材に搭載した気体吸着材は外
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部から侵入してくる空気の吸着を継続して行えるので、真空断熱材の真空度維持を図るこ
とが出来る。よって、真空断熱材の熱伝導率の劣化を防止することが出来るのである。ま
た、真空断熱材の真空度維持によって、真空断熱材の空気侵入による変形も防止できるた
め、本体外箱の外観変形も防止できる。
【００９３】
　真空度維持の期間は、図６中の経過年数のＢ時点が１０年であることである。気体吸着
材の量が１ｍ３あたり６０ｇ以上であれば、Ｂ時点の年数が延びるため、更に長い経過時
間においても空気吸着を行うことが出来る。また、同量であっても寸法面積の小さい真空
断熱材であれば、同様に更に長い経過時間においても空気吸着を行うことが出来る。
【００９４】
　この気体吸着材１３７の量は、コストとも関係しているため、使用する真空断熱材の形
状・寸法・体積によって変化する残留空気量に応じて気体吸着材１３７の量を選定すると
、コストパフォーマンスの良い真空断熱材を提供できる。
【００９５】
　また図７は、実施の形態における真空断熱材の気体吸着材配置図である。
【００９６】
　また図７のように、本実施の形態では、真空断熱材に搭載される気体吸着材１３７の配
置を、外被材１３５の末端位置としている。これは真空断熱材の精製工程において、真空
断熱材の外被材１３５内部で空気の粗密が発生するためである。図７には従来から真空断
熱材内部の水分吸着に用いられる反応型水分吸着材１４６である。
【００９７】
　この反応型水分吸着材１４６によって、真空断熱材の作製後、芯材からの水分放出によ
り真空断熱材の内圧が上昇した場合にも、反応型水分吸着剤が水分を吸着除去するため、
水分の放出による内圧増加に伴う断熱性能の劣化がなく、乾燥時間を大幅に短縮できる。
よって、真空断熱材の生産性を大幅に低下させることはない。
【００９８】
　真空断熱材は、例えば厚さ５ｍｍのシート状グラスウール集合体を１４０℃で１時間乾
燥した後、外被材１３５中に挿入し、内部を真空引きして開口部を封止することにより形
成されている。真空断熱材の精製工程の中で、真空断熱材は４辺の内、３辺を封止し、内
部に芯材を入れた後、残る１辺から周囲を低圧にした環境の中で真空断熱材内部の圧力を
下げた上で残る１辺を封止する。このとき、真空断熱材の内部は低圧となっているが、低
圧の状態では空気の粘性状態が変化し、真空断熱材の外被材入口部分と封止されている末
端部分では空気の粗密状態が変わる。即ち、外被材入口部分では空気が疎となり、末端部
分では密の状態となる。
【００９９】
　本実施の形態のように、真空断熱材に備えられた気体吸着材１３７の配置を外被材１３
５の末端位置に搭載することで、残留空気も効果的に吸着できるため、より真空度の高い
真空断熱材を精製することが出来る。
【０１００】
　なお、気体吸着材１３７の効果で真空断熱材は、剛性と熱伝導率が向上される。これは
、気体吸着材１３７によって、真空度が低減されるためである。真空断熱材の真空度は、
真空断熱材の外被材内部の中に含まれる気体を外部からの吸引もしくは気体吸着材１３７
の吸着性能によって決定され、また、真空断熱材の真空度と剛性および熱伝導率は相関が
あり、真空度が高い真空断熱材は、剛性が高く、且つ、熱伝導率も高い。真空度の低い真
空断熱材はこの逆である。
【０１０１】
　これにより、本実施の形態では、冷蔵庫の本体１０１に貼り付けている真空断熱材の中
で、側面や背面のように貼り付け寸法面積の大きい真空断熱材に気体吸着材１３７を搭載
している。これは、寸法面積の大きい真空断熱材は性能効果が大きいものの、経年劣化し
やすいためである。
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【０１０２】
　寸法面積の大きい真空断熱材は、空気に触れる外被材１３５の面積または封止部分４辺
の長さが長いため空気侵入し易く、真空断熱材の真空度が劣化し性能劣化を導きやすいが
、先述したように、気体吸着材１３７を搭載することで使用の際の経年侵入する空気も吸
着できるため、概ね１０年間の冷蔵庫使用中での性能劣化を抑制することが可能である。
【０１０３】
　更に、寸法面積の大きい真空断熱材は、冷蔵庫の被覆率も大きくなる。これにより、真
空断熱材の真空度が低減され、剛性だけでなく熱伝導率も向上された真空断熱材であるた
め、真空断熱材が同一厚みであれば、壁厚の薄壁化をしつつ庫内容量のＵＰと省エネ向上
を図ることが出来る。本実施の形態では、側面は概ね８～１１．５ｍｍの厚みで気体吸着
材１３７を搭載した真空断熱材１３８を用い、背面には概ね１５ｍｍの厚みで気体吸着材
１３７を用いた真空断熱材１３８を用いている。天面と底面の真空断熱材１２７、１３１
は、概ね８～１５ｍｍの厚みで気体吸着材１３７を搭載していない真空断熱材を用いるこ
とで、強度と省エネ性への寄与度の高い部分に使い分けている。
【０１０４】
　なお、冷蔵庫内の温度は生鮮食品や飲料を貯蔵する概ね１℃～５℃のプラス温度の冷蔵
温度帯から、冷凍食品を貯蔵する概ね－１８℃以下のマイナス温度の冷凍温度帯に区分け
されている。本実施の形態のように、冷蔵庫の側面もしくは背面に真空断熱材を搭載する
ことで、先述の温度帯を広範囲にわたり被覆できるため、真空断熱材の高断熱性によって
外部からの熱侵入を広範囲にわたり抑制でき、省エネ性に優れた箱体を実現できる。
【０１０５】
　また、最も剛性または真空度の大きい真空断熱材を側面もしくは背面に搭載することは
、冷蔵庫の本体強度の骨格となる部分に搭載することとなるので、冷蔵庫全体の強度の向
上を図ることが出来、壁厚の薄壁化も可能となるので、強度を維持したまま庫内容量ＵＰ
も図ることが出来る。
【０１０６】
　さらに、気体吸着材１３７を真空断熱材のうち冷蔵庫の庫内側（内箱側）に配設してい
るため、気体吸着材１３７が真空断熱材よりも出っ張る場合でも、本体１０１の外箱１２
４への凸形状とならず、外観変形も防止できる。
【０１０７】
　なお、本実施の形態では、外形寸法と壁厚の比率で５％以下の部分を中心に、気体吸着
材１３７を搭載した真空断熱材を貼り付けている。具体的には、側面と背面の真空断熱材
１２８、１２９、１３０であり、側面の場合は外形の幅寸法が７４０ｍｍであり、壁厚は
３３ｍｍである。この場合の比率は、３３／７４０×１００％＝４．８％である。
【０１０８】
　一般的に、強度（断面２次モーメント）は、（幅の３乗）×高さ／１２の曲げ応力の式
にて表せる。本実施の場合、幅は壁厚であり、高さは冷蔵庫の高さで概ね１８００ｍｍと
している。先述の算出式によると、３乗に比例することから、概ね３５ｍｍ程度の厚みか
ら強度が加速度的に増していくため、本実施では、概ね比率を５％以下の部分を中心に強
度を高めるようにしている。
【０１０９】
　なお、外形寸法と壁厚の比率を上げていくと強度は増すが、庫内容量が減少していく。
これは、外形寸法を固定した場合である。冷蔵庫はその商品展開において様々な外形寸法
、およびレイアウトのせ設計開発がなされる。開発段階において、十分な試験データを取
ることにより、外形寸法と壁厚の比率が庫内容量と強度において最も効果的に働く比率に
て設計すると、コストパフォーマンスも良い。
【０１１０】
　なお、本実施の形態での冷蔵庫において、冷凍領域の冷凍室１０５を囲む硬質ウレタン
フォーム１２６と真空断熱材１２８、１２９、１３０で形成される本体１０１の断熱壁厚
は、扉を除き、開口部の壁厚の薄い部分を含めて２５～５０ｍｍの分布であり、冷蔵領域
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の冷蔵室１０２、野菜室１０６を囲む硬質ウレタンフォーム１２６と真空断熱材１２７、
１３１で形成される本体１０１の断熱壁厚は、扉を除き、開口部の壁厚の薄い部分を含め
て２５～４０ｍｍの分布としている。
【０１１１】
　庫内容量ＵＰの為には、庫内壁厚の薄壁化が有効であるが、薄壁化した場合でも気体吸
着材１３７を搭載した真空断熱材は、概ね８～１１．５ｍｍ程度の厚みであるため、真空
断熱材の貼り付け後も硬質ウレタンフォーム１２６の流動性を阻害することはない。さら
に、熱伝導率も飛躍的に向上されるため、熱侵入抑制の為に真空断熱材を重ね合わせる必
要もなく、これによって、硬質ウレタンフォーム１２６の壁厚の一時的な変化も無く、流
動性が劣り、内外面の変形やボイドの発生も防止することが出来る。
【０１１２】
　なお、本実施の形態での気体吸着材１３７を搭載した厚み１１．５ｍｍの真空断熱材を
冷蔵庫の左右側面に貼り付けた場合、気体吸着材１３７を搭載していない真空断熱材の厚
みでは１６ｍｍに相当する。よって、同等性能であれば、庫内容量を＋１５Ｌ増やすこと
が可能となることに加えて、硬質ウレタンフォーム１２６の使用量も低減できコストダウ
ンが図れるとともに製品重量も低減することが出来るため、搬入時の運搬性も向上する。
【０１１３】
　また、本実施の形態では、真空度を変えて剛性の異なる真空断熱材を複数で使い分ける
ことで、冷蔵庫の本体１０１の強度を向上させている。特に搭載している真空断熱材の中
でも、側面や背面のように冷蔵庫の被覆率を大きく取れる部分に搭載することで、本体１
０１の強度の向上を図ることが出来る。
【０１１４】
　これは一般的なタンスや住宅での強度確保と同様に上下方向の面に対する強度を高める
ことで、全体の強度を高めることと同様である。このように、強度として寄与する部分に
は剛性の高い真空断熱材を用い、寄与しにくい部分には硬質ウレタンフォーム１２６より
も剛性の高い真空断熱材を用いることで、断熱性能を向上し省エネ性を向上させつつ、本
体全体の強度を高めた冷蔵庫を提供することが出来る。特に壁厚の薄いところは、剛性の
高い真空断熱材を用い、硬質ウレタンフォーム１２６よりも強いが壁厚の厚いところは剛
性の弱い真空断熱材を用いることで箱体強度のバランスを高めて強度を維持することが出
来る。真空断熱材の厚みは、概ね８～１５ｍｍ程度だが、同一厚みであれば硬質ウレタン
フォーム１２６よりも剛性が高く、熱伝導率も良い。
【０１１５】
　なお、気体吸着材１３７の効果で低真空度となる真空断熱材は、剛性と熱伝導率が向上
される。長期使用時でも低真空度は維持されるため、向上された剛性維持を図ることがで
き、本体１０１の強度を向上させることができる。また、強度を維持したままで壁厚の薄
壁化を行うことが出来、庫内容量ＵＰが可能となる。また、壁厚の薄壁化によって、使用
する硬質ウレタンフォーム１２６の使用量も低減できコストダウンが図れるとともに製品
重量も低減することが出来るため、搬入時の運搬性も向上する。
【０１１６】
　なお、真空断熱材の寸法と厚み及び熱伝導率に対する、従来の真空断熱材や、気体吸着
材１３７を用いた真空断熱材１３８の組み合わせはコストと密接な関係があるため、冷蔵
庫の性能と材料費を考慮し、寸法等を決めると良い。
【０１１７】
　なお、本実施の形態では、気体吸着材１３７の配置を搭載される真空断熱材の中心より
も庫内側（内箱側）に配設したが、庫外側（外箱側）に配置することにより、気体吸着材
１３７の活性度が向上するため気体吸着材１３７の効果が向上し、より真空度の高まった
真空断熱材を提供することができ、熱伝導率や強度も向上するので高い省エネ性や外観強
度の冷蔵庫を提供できる。これは、冷蔵庫の本体１０１の外箱側は、外気からの熱影響や
外箱内側に貼り付けている放熱パイプ１４３による熱影響で気体吸着材１３７の温度が高
まるからである。
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【０１１８】
　この場合に、気体吸着材１３７が真空断熱材よりも出っ張り外観変形をきたす可能性が
ある場合には、気体吸着材１３７を搭載する箇所の真空断熱材に凹みを付けて真空断熱材
よりも出っ張らないような配慮をすると良い。
【０１１９】
　なお、本実施の形態では、冷凍温度帯に掛かるように真空断熱材を貼り付けている。こ
れにより、外気あるいは庫内他室との温度差の大きい部分を効果的に断熱でき、真空断熱
材の性能を生かすことが出来る。
【０１２０】
　また、内箱１２５に接し配設する真空断熱材１３１は、投影面積で内箱１２５より小さ
いものである。換言すれば、内箱１２５に接し配設した真空断熱材１３１は、真空断熱材
１３１が接し配設される内箱１２５　からはみ出ていない。
【０１２１】
　本実施の形態の冷蔵庫は、内箱１２５に接し配設した真空断熱材１３１が、真空断熱材
１３１が接し配設される内箱１２５からはみ出ていないので、真空断熱材１２５を所定箇
所に配設した後で、外箱１２４と内箱１２５との間に硬質ウレタンフォーム１２６を流し
込んだ場合に、内箱１２５に配設された真空断熱材１３１に対して、内箱１２５から剥が
す方向の力が加わらないため、硬質ウレタンフォーム１２６の流入による真空断熱材１３
１の剥がれを防止でき、さらに、真空断熱材１３１の貼付けの安定を容易に図ることがで
きると同時に、硬質ウレタンフォーム１２６の流動性を阻害しない。これによって、真空
断熱材１３１と内箱１２５との間に空気などの不活性ガスの侵入もしくは残留を抑制する
ことが出来るため、内箱１２５と真空断熱材１３１とが密着し、内箱凹み等の変形を抑制
できる効果もある。
【０１２２】
　また、天面の真空断熱材１２７は外箱１２４に接して配設しているので、庫内照明用取
り付け部材あるいは電線を内箱１２５の天面に取り付け可能となり、冷蔵室１０２の天面
に照明を設けることができ、使い勝手の向上が図れる。
【０１２３】
　なお、本実施の形態では、本体底部にコの字状の底部補強部材１４４と真空断熱材が投
影面で重なるように真空断熱材を配設している。これによって、冷蔵庫の本体１０１の強
度が足元から向上することが出来るため、更なる強度向上が図れる。底部補強部材１４４
は剛性の高い鉄やステンレスなどの材料が用いられ、また、外気の湿度によって錆びない
ような表面処理を施しておくと良い。また、本実施の形態では、コの字状の底部補強部材
１４４としているが、コスト低減の観点や、本体強度の測定の結果、強度に尤度のある場
合は、Ｌの字状の底部補強部材としても良い。
【０１２４】
　（実施の形態２）
　図８は本発明の実施の形態２による冷蔵庫の斜視図である。図９は本発明の実施の形態
２による冷蔵庫の正面断面図である。
【０１２５】
　なお、実施の形態１と同一構成については、同一符号を付して詳細な説明を省略する。
【０１２６】
　図８に示すように、冷蔵庫の本体２０１は、前方に開口する金属製（例えば鉄板）の外
箱２２４と硬質樹脂製（例えばＡＢＳ）の内箱２２５と、外箱２２４と内箱２２５の間に
発泡充填された硬質ウレタンフォーム２２６からなる断熱箱体で、この本体２０１の右部
に設けられた冷蔵室２０２と、左部に設けられた冷凍室２１４で構成されている。このよ
うなレイアウトの冷蔵庫は、欧米などで以前より用いられている。
【０１２７】
　ここで、真空断熱材２２７，２２８，２２９，２３０，２３１，２４２は、硬質ウレタ
ンフォーム２２６とともに冷蔵庫の本体２０１を構成している。
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【０１２８】
　ここで、真空断熱材２２７，２２８，２２９，２３０は、外箱２２４にそれぞれ天面、
背面、左側面、右側面の内側に接して貼り付けられている。また、真空断熱材２３１は、
内箱２２５の底面に接して貼り付けられている。また、真空断熱材２４２は、冷蔵室２０
２と冷凍室２１４を仕切る断熱仕切り部２１５の内部にある。真空断熱材２２８，２２９
，２３０，２４２には、気体吸着材２３７がそれぞれ内部に搭載されている。
真空断熱材２２８，２２９，２３０，２４２の気体吸着材は、中心よりも庫内側（内箱側
）に配設されている。また、冷蔵室２０２と冷凍室２１４を断熱区画する断熱仕切り部２
１５の内部は、硬質ウレタンフォーム２２６が充填されており、冷蔵温度帯の冷蔵室２０
２と冷凍温度帯の冷凍室２１４の温度差２０Ｋから３０Ｋを断熱していると共に、中仕切
りとなっているため剛性が強く箱体強度の高い冷蔵庫となる。断熱仕切り部２１５は冷蔵
庫の発泡前に組み立てられるが、製造上の作り易さから発泡後に組み立てても良い。この
場合は、断熱仕切り部２１５の内部の断熱材は、形状の作りやすい発泡ポリスチレンを使
用したり、硬質ウレタンフォーム２２６を別部品として作成し板状のボードとして構成し
ても良い。
【０１２９】
　上記構成の冷蔵庫において、本実施の形態の真空断熱材２４２は、気体吸着材２３７を
用いた真空断熱材であり、真空断熱材２２８，２２９，２３０と同様に剛性が高いため、
本体２０１の強度向上を図ることが出来る。
【０１３０】
　また、真空断熱材２４２を断熱仕切り部２１５の中で、冷凍室２１４側に貼り付けるこ
とで断熱効果の向上を図ることが出来ると共に、冷蔵室２０２の側壁には庫内照明用取り
付け部材あるいは電線を内箱２２５に取り付け可能となり、冷蔵室２０２の側面にも照明
を設けることができるため、使い勝手の向上が図れる。
【０１３１】
　このとき、真空断熱材２４２の内部に配置される気体吸着材２３７は冷蔵室２０２の内
箱２２５に搭載すると良い。
【０１３２】
　また、真空断熱材２４２は、気体吸着材２３７を用いた真空断熱材であるため熱伝導率
の向上が出来る。よって、剛性の向上に加え、冷蔵室２０２と冷凍室２１４との熱移動を
低減できるため、断熱仕切り部２１５の薄壁化が可能となる。これによって、本体強度と
省エネ性を向上しながら庫内容量ＵＰを行うことが出来る。更に断熱仕切り部２１５を細
く構成できることはデザイン性にも優れた冷蔵庫を提供できる。
【産業上の利用可能性】
【０１３３】
　以上のように、本発明にかかる冷蔵庫は、真空断熱材の内部に配置される気体吸着材を
冷蔵庫の庫内側（内箱側）に配設した真空断熱材を使用することにより、気体吸着材が真
空断熱材内部の残留空気や外部からの侵入空気も継続的に吸着することが出来るため、経
年劣化後も含め、熱伝導率や本体外観の変形を抑制し、省スペースで大容量且つ、高い断
熱性能を長期に渡り維持できる。よって、環境を配慮し省エネランニングコスト低減や製
品仕上がりの質感の高さを目的とする家庭用冷蔵庫などに利用ができる。
【符号の説明】
【０１３４】
　１０１，２０１，３０１　本体
　１１０，１１１，１１２，１１３　断熱仕切り部
　１２５　内箱
　１２７，１２８，１２９，１３０，１３１，１３８　真空断熱材
　２２８，３２７，３２８，３２９，３３０，３３１，３４２　真空断熱材
　１３２　芯材
　１３３　包材
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　１３７，２３７，３３７　気体吸着材

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】
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